
第74期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

会社の新株予約権等に関する事項
会社の体制及び方針

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

上記事項は、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、当社ホームページ
（https://www.advanex.co.jp/ir/）に掲載することにより、株主の皆様
にご提供しております。
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会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

2013年第２回
新株予約権

2014年第３回
新株予約権

2015年第４回
新株予約権

2018年第５回
新株予約権

発行決議日 2013年７月25日 2014年７月24日 2015年８月７日 2018年８月10日
区分 取締役 取締役 取締役 取締役
保有者数 １名 １名 １名 １名

新株予約権の数 18個 13個 14個 14個

新株予約権の目的となる株式の数 1,800株 1,300株 1,400株 1,400株

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

新株予約権１株当たりの払込金額 890円 1,590円 1,750円 1,768円

権利行使時１株当たりの行使価額 １円 １円 １円 １円

権利行使期間 2013年８月９日から
2043年８月８日まで

2014年８月11日から
2044年８月10日まで

2015年８月25日から
2045年８月24日まで

2018年８月27日から
2048年８月26日まで

新株予約権の行使の条件 （別記１） （別記１） （別記１） （別記１）
（別記１）
新株予約権の行使の条件
1) 新株予約権者は、行使可能な期間内において、当社取締役の地位を喪失した日の翌日から10日を
経過する日（当該日が営業日でない場合には、前営業日）までの間に限り、新株予約権を一括し
てのみ行使することができるものとする。

2) 新株予約権者は、上記1)の規定にかかわらず、割当日から最初に来る定時株主総会の終結時まで
継続して当社の取締役として在任した場合でなければ、本新株予約権を行使することはできない
ものとする。

3) 新株予約権者は、上記1)の規定にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社
となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換
契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役
会決議）がなされた場合は、当該承認日の翌日から30日間に限り、新株予約権を行使できるもの
とする。

4) 新株予約権者が死亡した場合は、上記1)の規定にかかわらず、下記7)の定める新株予約権割当契
約書に定める条件に従って、相続開始の日から１年間に限り、相続人がこれを行使することがで
きるものとする。

5) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過する
こととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

6) 本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
7) その他の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約書に定めると
ころによる。

(2) 当社使用人が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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会社の体制及び方針
(1) 職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の

適正を確保するための体制
当社は2006年５月９日開催の取締役会において会社法第362条及び会社法施

行規則第100条に基づき、業務の適正を確保するための体制整備に向けた基本
方針を決定しており、2022年４月25日開催の取締役会にて一部改定いたしま
した。
その内容は以下の通りであります。

1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
「グループ企業倫理と遵法に関する基本方針」及び「グループ倫理行動指針」
を定め、法令定款違反行為を未然に防止する。
取締役が他の取締役の法令定款違反を発見した場合、あるいはその疑念がある

場合は直ちに監査役に報告する。
2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る重要な情報については、取締役会規程に基づき、そこ
に定められた期間は閲覧可能な状態で保管することとする。

3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① グループ会社のリスク管理体制の基礎として、リスク管理規程及び関係会社管
理規程を定め、同方針に従ったリスク管理体制を構築する。

② 当社はリスク管理規程の中で、個々のリスク発生の懸念される業務を統括する
取締役をリスク対応担当者と定めており、各リスク対応担当者が、リスク管理
体制を構築する。グループ会社において発生するリスクは、会社毎に当社の担
当取締役が体制を整えることとする。

4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎とし
て、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する
ものとする。当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、取締
役、監査役を含む経営会議にて議論を行い、その審議を経て取締役会にて決定
する。

② 取締役会の決定に基づく業務執行については、職務分掌権限規程、職務分掌権
限表において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続きを定めることとす
る。

③ 監査役は、独立した立場から、内部統制システムの構築・運用状況を含め、取
締役の職務執行を監査する。

5）社員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 「グループ企業倫理と遵法に関する基本方針」及び「グループ倫理行動指針」
を定め、当社及びグループ会社社員の法令定款違反行為を未然に防止する。

② 内部統制室がグループ会社の内部統制システムを統括し、継続的に整備を行
い、遵法・倫理体制を確保する。
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③ 内部統制室が、グループ会社の内部統制システムの機能状態を適宜モニタリン
グする。

④ 取締役は当社における重大な法令違反あるいは倫理に反する重要な事実を発見
した場合は直ちに監査役に報告すると同時に対策委員会を設置しその解決にあ
たるものとする。

⑤ 内部通報規程に基づき内部通報制度を整備し、社内に周知する。
⑥ 監査役は法令遵守体制及び内部通報体制の運用に問題があると認めたときは、
意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることが出来るものとする。

6）関係会社における業務の適正を確保するための体制
① 関係会社における業務の適正を確保するため、グループ会社全てに行動指針と
して「グループ企業倫理と遵法に関する基本方針」及び「グループ倫理行動指
針」を定め、これを基礎として、各社で諸規程を定めるものとする。また、グ
ループ会社毎に定める当社の担当取締役がその業務の適正性の確保を行う。グ
ループ会社は、関係会社管理規程に定める重要事項について同規程に従い、当
社担当取締役に承認申請・報告を行なうか、もしくはグループ会社の取締役会
で承認・報告を行なった後、当社担当取締役を介し、当社取締役会に承認申
請・報告を行うものとする。当社の取締役は、グループ会社において、法令違
反あるいは倫理に反する重要な事項を発見した場合には、監査役に報告すると
同時にその解決にあたるものとする。

② グループ会社が当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反、あるいは倫
理上問題があると認めた場合には、内部統制室又は監査役に報告するものとす
る。内部統制室に報告があった場合には直ちに監査役に報告を行う。監査役は
事実の確認を行い、必要があれば取締役会を招集し、そこで解決策を策定す
る。
監査役は意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができるものとす
る。

③ 内部統制室又は監査役に報告した者に、当該報告をしたことを理由に不利な取
扱いを行うことを禁止し、当社及びグループ会社の役員及び社員に周知徹底す
る。

7）監査役の職務を補助すべき社員に関する体制と当該社員の取締役からの独立性に
関する事項
① 監査役の職務を補助するべき社員に関して監査役補助者規程を定め、監査役が
必要と判断しこれを要求したときには、当社の社員から監査役補助者を任命す
る。
監査役補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、解任、人事異動、
賃金等の改定については監査役会の同意を得た上で取締役会が決定することと
し、取締役及び執行部門からの独立を確保するものとする。

② 監査役補助者は業務の執行にかかる役職を兼務しないこととする。
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8）取締役及び社員が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関す
る体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 当社及びグループ会社の取締役及び社員は当社グループの業務または業務に影
響を与える重要な事項については監査役に報告するものとする。監査役は必要
に応じて取締役及び社員に対して報告を求める事ができることとする。

② 監査役会規程に基づき、監査役への適切な報告体制を確保する。
③ 監査役が職務の執行について生ずる費用等の請求をしたときは、担当部署にお
いて審議の上、当該請求にかかる費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必
要でないと認めた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

9）財務報告の信頼性を確保するための体制
当社及びグループ会社は、財務報告の信頼性を確保し、金融庁より2006年６
月に公布された金融商品取引法第24条の４の４に定める内部統制報告書の作成
を有効かつ適切に行うため、当社代表取締役社長の指示の下、財務報告に係る内
部統制を整備し、運用する体制を構築する。

10）反社会的勢力に対する体制
① 当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及びその団体に対
しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断する。

② 反社会的勢力に対しては、総務部を対応統括部門として、必要に応じて警察当
局、専門機関と連携しその情報を収集し、社内及びグループ会社への注意喚起
を実施する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、「内部統制システムの基本方針」に基づき、当社グループの業務の
適正を確保するための体制整備とその適切な運用に努めており、当事業年度にお
ける運用状況の概要は以下の通りであります。

1）コンプライアンスに対する取組み
当社の取締役及び社員に対し、コンプライアンスの重要性に関するインフォメ

ーションを発信するとともに、インサイダー取引防止、情報セキュリティ、法令
遵守等の教育を実施し、コンプライアンス意識の向上に取り組みました。
また、グループ会社毎に当社の取締役において担当を定めており、コンプライ

アンス上の問題が発生した場合、当該担当取締役が、当社の経営会議等で報告、
対応することになっております。内部通報制度としては、企業倫理委員会及びハ
ラスメント社外窓口へのホットラインを用意し、匿名扱いによる案件にも対応し
ております。

2）リスク管理に対する取組み
当社及びグループ会社における主要な損失の危険に関する事項は、リスク管理

規程及び関係会社管理規程に基づき、経営会議及び取締役会にて所轄部門の管理
者から必要に応じて報告が行われ、その対応が検討されております。
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3）取締役の職務の執行に対する取組み
当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、取締役、執行役

員、監査役を含む経営会議にて議論を行い、その審議を経て取締役会にて決定し
ております。また、子会社における経営上の重要な意思決定事項についても、当
社取締役会にて承認を行っております。
取締役会は、社外取締役３名を含む７名で構成され、当事業年度の取締役会は

17回開催しました。
4）監査役の職務の執行に対する取組み

監査役会は、常勤社外監査役１名、社外監査役２名で構成され、当事業年度に
おいて14回開催し、監査計画に基づいた監査を実施しております。
また、監査役は、必要に応じて代表取締役、取締役と監査内容について意見交

換を実施するとともに、四半期毎に会計監査人と面談し、監査結果の報告を受
け、経営上の重要事項について意見交換を実施しました。常勤監査役は、主要会
議及び子会社の取締役会出席、幹部との面談、重要書類の閲覧等を通じ、情報収
集・調査に努め、監査役会で報告し情報共有しております。

5）内部統制・内部監査に対する取組み
内部統制室は、内部監査計画に基づき内部監査を実施し、代表取締役社長、常

勤監査役に監査報告及び改善状況報告を行いました。
また、月１回の常勤監査役との会議を12回開催し、内部統制活動、内部監査

の報告等を行い情報の共有化を図っております。さらに、会計監査人とは内部統
制の体制維持強化について意見交換を行い、関連部署に対しては、必要に応じて
社内規程の制定・改定提案等により統制の精度改善を図っております。

6）任意の指名・報酬委員会の取組み
当社は2019年２月22日に、取締役等の指名及び報酬の決定に関する手続きの

透明性及び客観性を確保するために、取締役会の諮問機関として任意の指名・報
酬委員会を設置しております。同委員会は、取締役の選任・解任や報酬等に関す
る取締役会からの諮問に対し都度答申し、この機能により当社の取締役会の監督
機能やコーポレート・ガバナンスの基盤整備を図っております。なお、同委員会
は社外役員が半数以上を占める規定となっており、2022年３月末時点では社外
取締役が２名、社内取締役が２名、社外監査役が１名の構成となっています。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書
(2021年４月１日から2022年３月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 1,000,000 250,000 5,201,273 △96,212 6,355,060
会計方針の変更による累積的影響額 △10,375 △10,375

会計方針の変更を反映した当期首残高 1,000,000 250,000 5,190,898 △96,212 6,344,685
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － △40,979 － △40,979
親会社株主に帰属する当期純損失（△） － － △82,140 － △82,140

自 己 株 式 の 取 得 － － － △635 △635

新株予約権の行使 － － △3,430 19,082 15,652

株主資本以外の項目の当期変動額 (純額) － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － △126,549 18,446 △108,102

当 期 末 残 高 1,000,000 250,000 5,064,348 △77,765 6,236,582

その他の包括利益累計額
新株
予約権 純資産合計その他有価

証 券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 5,091 △85,504 24,483 △55,929 24,235 6,323,366
会計方針の変更による累積的影響額 △10,375

会計方針の変更を反映した当期首残高 5,091 △85,504 24,483 △55,929 24,235 6,312,991
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 － － － － － △40,979
親会社株主に帰属する当期純損失（△） － － － － － △82,140

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △635

新株予約権の行使 － － － － － 15,652

株主資本以外の項目の当期変動額 (純額) 20,629 717,591 △5,129 733,091 △15,641 717,450

当 期 変 動 額 合 計 20,629 717,591 △5,129 733,091 △15,641 609,347

当 期 末 残 高 25,720 632,086 19,354 677,161 8,594 6,922,338
（注）記載の金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

2022年06月01日 15時30分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 7 ―

連結注記表
(継続企業の前提に関する注記)
該当事項はありません。

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社数及び主要な連結子会社の名称

当社は子会社を連結の範囲に含めております。当連結計算書類に含まれた連結子会社数及び連結
子会社名は次の通りであります。
連結子会社数 14社
連結子会社名 ・Advanex Americas, Inc.

・Advanex Europe Ltd.
・Advanex（Changzhou）Inc.
・Advanex（Dalian）Inc.
・Advanex（Dongguan）Inc.
・Advanex（Shanghai）Inc.
・Advanex（Hong Kong）Ltd.
・Advanex（Singapore）Pte.Ltd.
・Advanex（Thailand）Ltd.
・Advanex（Vietnam）Ltd.
・PT.Advanex Precision Indonesia
・Advanex Czech Republic s.r.o.
・Advanex（India）Private Limited
・Advanex de Mexico S.de R.L.de C.V.

当社は2021年9月30日に船橋電子株式会社を吸収合併（簡易合併）したことにより当連結会
計年度より連結の範囲から除外しております。

（2）主要な非連結子会社の名称等
非連結子会社名 ・Advanex Deutschland GmbH

・アドバネクスPLUS株式会社
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益、利益剰余金及びキャッシュ・
フロー等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

（3）議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等のうち子会社としなかった会社等の名
称等
該当事項はありません。

（4）支配が一時的であることと認められること等により、連結の範囲から除かれた子会社の財産又は
損益に関する事項
該当事項はありません。

2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社又は関連会社

該当事項はありません。
（2）持分法を適用していない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等

・Advanex Deutschland GmbH
・アドバネクスPLUS株式会社
持分法を適用しない理由
持分法非適用子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益、利益剰余金及びキャッ
シュ・フロー等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。
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（3）議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有している会社等のうち関
連会社としなかった会社等の名称等
該当事項はありません。

（4）持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
該当事項はありません。

3. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
1) 有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

2) デリバティブ取引により生ずる債権及び債務
時価法

3) 棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品、製品及び仕掛品 …主として総平均法による原価法
原材料 …主として月別移動平均法による原価法
貯蔵品 …最終仕入原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
1) 有形固定資産（リース資産除く）

定額法を採用しております。
2) 無形固定資産（リース資産除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法を採用しております。

3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存期間をゼロとして算定する定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を計上しており、
貸倒の懸念のある個別債権について回収不能見込額を追加計上しております。

2) 賞与引当金
当社及び連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準
により当連結会計年度に見合う分を計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31
日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号2021年３月
26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は
サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、「収益認
識に関する注記」に記載のとおりです。
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（5）その他の連結計算書類作成のための重要な事項
1) 連結子会社の決算日等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次の通りであります。
会社名 決算日

・Advanex（Changzhou）Inc. 12月31日 ※
・Advanex（Dalian）Inc. 12月31日 ※
・Advanex（Dongguan）Inc. 12月31日 ※
・Advanex（Shanghai）Inc. 12月31日 ※
・Advanex de Mexico S.de R.L.de C.V. 12月31日 ※

※ 連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。
2) 退職給付に係る会計処理の方法

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務
から年金資産の額を控除した額を計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（主に10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主に
10年）による定額法により費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の
部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

3) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。
なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に
含めております。

4) のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５年間から10年間で均等償却しております。

5) 控除対象外消費税等の会計処理
資産に係る控除対象外消費税等は、発生年度の費用として処理しております。
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(会計方針の変更に関する注記）
(収益認識に関する会計基準等の適用)
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転
した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしてお
ります。
これにより、収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品などを
控除した金額で測定しています。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取
扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響
額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用してお
ります。この結果、当連結会計年度の損益及び利益剰余金の当期首残高に与える影響は軽微でありま
す。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計
基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に
関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに
従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしておりま
す。なお、これによる連結計算書類への影響はありません。

(会計上の見積りに関する注記)
会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しており

ます。当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計
年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下の通りです。

固定資産の減損損失の認識の要否
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合に減損の兆候があると判断し、減損
損失の認識の要否について検討を行った資産グループ７拠点（帳簿価額合計6,297百万円）につい
て、事業計画に基づく割引前将来キャッシュ・フローの総額及び正味売却価額を資産グループの固
定資産の帳簿価額と比較した結果、Advanex de Mexico S.de R.L.de C.V.における生産設備の
一部につき、正味売却価額が資産グループの固定資産の帳簿価額を下回ったため、38百万円の減
損損失を計上しております。
(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

当社グループは、原則として、各子会社及び各国内工場を基準として資産のグルーピングを行
っております。
収益性低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引

前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判
定します。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識
が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）
まで減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失として認識します。
また、各子会社及び各国内工場の中で遊休固定資産に帰属するものに関しては不動産鑑定評価

価額を取得し、帳簿価額と不動産鑑定評価価額を比較、不動産鑑定評価価額が帳簿価額を下回った
場合には減損損失を認識します。
当該資産グループから得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、将来の事業計画を基礎と

しておりますが、将来の事業計画は、成長率、利益率、将来の投資計画及び主要な資産の今後の使
用見込み等を主要な仮定としており、不確実性が否めないため、今後の経過によっては将来キャッ
シュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。
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(連結貸借対照表に関する注記)
担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建物及び構築物 985,171千円
土 地 239,930千円
機械装置及び運搬具 275,947千円

計 1,501,049千円
（2）担保に係る債務

短期借入金 450,000千円
１年内返済予定の長期借入金 1,380,000千円
長期借入金 1,888,750千円

計 3,718,750千円

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
1. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
普通株式（千株） 4,153 ― ― 4,153

2. 自己株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（千株） 55 0 11 44
（変動事由の概要）
増加数の内訳は次の通りであります。
単元未満株式買取による増加 ０千株
減少数の内訳は次の通りであります。
ストック・オプションの権利行使による減少 11千株

3. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年６月29日
定時株主総会 普通株式 繰越利益

剰余金 40,979 10 2021年３月31日 2021年６月30日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年６月28日
定時株主総会 普通株式 繰越利益

剰余金 41,084 10 2022年３月31日 2022年６月29日

4. 新株予約権等に関する事項
当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数
普通株式 5,900株
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(金融商品に関する注記)
1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま
す。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っておりま
す。
借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、固定金利・変動金利
のバランスを勘案し、金利変動リスクの軽減を図っております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。
（（注）をご参照ください。）また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、電子記
録債権、支払手形及び買掛金、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること
から、注記を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（※） 時価（※） 差額

（1）投資有価証券 149,028 149,028 ―
（2）1年内返済予定の長期借入金 (3,124,881) (3,212,661) (△87,779)
（3）長期借入金 (5,398,400) (5,298,171) (100,228)
（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注）市場価格のない株式等
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 10,050

3． 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ
のレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定した時

価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算

定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが
それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており
ます。
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(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 149,028 ― ― 149,028
（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
1年内返済予定の
長期借入金 ― 3,212,661 ― 3,212,661

長期借入金 ― 5,298,171 ― 5,298,171

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式の時価は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

1年内返済予定の長期借入金及び長期借入金
1年内返済予定の長期借入金及び長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は、短期間で市場
金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近
似していると考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。ま
た、固定金利によるものの時価は、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同
様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しており、レベル２の時価に分類して
おります。
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(賃貸等不動産に関する注記)
賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項
1．賃貸等不動産の概要

当社及び一部の子会社では、宮城県、福島県、新潟県、シンガポール共和国及びチェコ共和国に
おいて、賃貸用のオフィス(土地を含む。)及び遊休不動産を有しております。2022年３月期におけ
る当該賃貸等不動産に関する主な損益は、受取家賃として82,095千円、減価償却費として13,571
千円計上しております。

2. 賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに決算日における
時価及び当該時価の算定方法

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価
当期首残高 当期増減額 当期末残高

513,911 91,887 605,798 944,991
（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．主な変動
増加・・・Advanex(Singapore)Pte.Ltd. 為替による増加 6,602千円

Advanex Czech Republic s.r.o. 賃貸契約による増加 88,365千円
Advanex Czech Republic s.r.o. 為替による増加 10,492千円

減少・・・Advanex(Singapore)Pte.Ltd. 賃貸等不動産減価償却費 3,372千円
Advanex Czech Republic s.r.o. 賃貸等不動産減価償却費 10,199千円

３．時価の算定方法
当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書の価額に基づいて計上して

おります。
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(収益認識に関する注記)
1．主要な事業における顧客との契約に基づく主な義務の内容

当社グループは、精密金属加工製品の製造・販売を主な事業としており、顧客との間に締結した
販売契約に基づき、財・サービスを顧客に提供する（引き渡す）義務があることを認識しておりま
す。

2．1．に規定する義務に係る収益を認識する通常の時点
(1）国内の製品販売における収益を認識する時点は、出荷時から製品の支配が顧客に移転されると
きまでの期間が通常の期間であるため、出荷基準としております。
(2) (1)以外の製品販売につきましては当社グループの施設又はその他の指定された場所にて貨物引

渡が完了するEｘWorks基準又は引き渡し時点において顧客に対する支配が移転したと判断し
収益を認識する通常の時点としております。

3．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当社グループは、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」

「米州」、「欧州」及び「アジア」の４つを報告セグメントとしております。各報告セグメントでは、
精密ばね製品の他、インサート成形品及びその他の製品を生産・販売しております。
当該報告セグメントは、当社の取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績の評価をするために、

定期的に検討を行う対象としていることから、これらの事業で計上する収益を売上収益として表示
しております。製品群別に分解した売上収益及びセグメント売上収益の関連は、次のとおりであり
ます。

(単位：千円）
日本 米州 欧州 アジア 合計

精密ばね製品 7,469,736 2,536,401 2,046,654 7,766,136 19,818,928
インサート成形品 1,106,556 － － 779,438 1,885,994
その他 17,544 － － － 17,544
合計 8,593,837 2,536,401 2,046,654 8,545,574 21,722,466
顧客との契約から生じる収益 8,593,837 2,536,401 2,046,654 8,545,574 21,722,466
その他の収益 － － － － －

4．契約残高
顧客との契約から生じた債権、契約資産、契約負債及び返金負債の残高は下記の通りであります。

(単位：千円)
2021年４月１日 2022年３月31日

顧客との契約から生じた債権 4,625,081 4,256,978
契約資産 ― ―
契約負債 72,158 70,784
返金負債 4,906 ―
契約負債は主に、一時点で収益を認識する製品販売について、支払条件に基づき顧客から受
け取った対価の前受金であります。
当連結会計年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた金額は
72,158千円であります。

5. 残存履行義務に配分された取引価格
当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の
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便法を使用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生
じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

(１株当たり情報に関する注記)
１株当たり純資産額 1,682円81銭
１株当たり当期純損失 20円01銭

(重要な後発事象に関する注記)
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
(2021年４月１日から2022年３月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合計資 本

準備金
資 本
剰余金
合 計

その他
利益剰余金 利 益

剰余金
合 計繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 1,000,000 250,000 250,000 945,112 945,112 △96,212 2,098,900

会計方針の変更による累積的影響額 △2,641 △2,641 △2,641

会計方針の変更を反映した当期首残高 1,000,000 250,000 250,000 942,471 942,471 △96,212 2,096,259

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － △40,979 △40,979 － △40,979

当 期 純 利 益 － － － 677,558 677,558 － 677,558

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △635 △635

新 株 予 約 権 の 行 使 － － － △3,430 △3,430 19,082 15,652

株主資本以外の項目の当期変動額 (純額) － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － 633,148 633,148 18,446 651,595

当 期 末 残 高 1,000,000 250,000 250,000 1,575,620 1,575,620 △77,765 2,747,854

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 5,091 5,091 24,235 2,128,227

会計方針の変更による累積的影響額 △2,641

会計方針の変更を反映した当期首残高 5,091 5,091 24,235 2,125,586

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － △40,979

当 期 純 利 益 － － － 677,558

自 己 株 式 の 取 得 － － － △635

新 株 予 約 権 の 行 使 － － － 15,652

株主資本以外の項目の当期変動額 (純額) 20,629 20,629 △15,641 4,988

当 期 変 動 額 合 計 20,629 20,629 △15,641 656,583

当 期 末 残 高 25,720 25,720 8,594 2,782,170
（注）記載の金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
(継続企業の前提に関する注記)
該当事項はありません。

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

1)子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

2)その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

(2）デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）の評価基準及び評価方法
時価法

(3）棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商品、製品、仕掛品… 総平均法による原価法
原材料 … 月別移動平均法による原価法
貯蔵品 … 最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産 （リース資産除く）

定額法を採用しております。
（2）無形固定資産 （リース資産除く）

定額法を採用しております。
ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

（4）長期前払費用
定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により当事業年度に見合う
分を計上しております。

（3）退職給付引当金
従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下の通りです。
1) 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。

2) 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（主に10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費
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用処理することとしております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主に10年）による定額法により費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸
借対照表と異なります。

4. 重要な収益及び費用の計上基準
連結注記表「重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略し
ております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。

（2）控除対象外消費税等の会計処理
資産に係る控除対象外消費税等は、発生年度の費用として処理しております。

(会計方針の変更に関する注記）
(収益認識に関する会計基準等の適用)
連結注記表「収益認識に関する会計基準等の適用」に同一の内容を記載しているため、注記を省略

しております。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関す
る会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。
なお、これによる計算書類への影響はありません。
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(会計上の見積りに関する注記)
会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。

当事業年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重
要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下の通りです。

固定資産の減損損失の認識の要否
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなった場合に減損の兆候があると判断し、減損
損失の認識の要否について検討を行った資産グループ２拠点（帳簿価額合計2,547百万円）につい
て、事業計画に基づく割引前将来キャッシュ・フローの総額が資産グループの固定資産の帳簿価額
を超えると判断したため、減損損失は計上しておりません。
(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社は、原則として、各国内工場を基準として資産のグルーピングを行っております。
収益性低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引

前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判
定します。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識
が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）
まで減額し、当該帳簿価額の減少額は減損損失として認識します。
また、各国内工場の中で遊休固定資産に帰属するものに関しては不動産鑑定評価価額を取得し、

帳簿価額と不動産鑑定評価価額を比較、不動産鑑定評価価額が帳簿価額を下回った場合には減損損
失を認識します。
当該資産グループから得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、将来の事業計画を基礎と

しておりますが、将来の事業計画は、成長率、利益率、将来の投資計画及び主要な資産の今後の使
用見込み等を主要な仮定としており、不確実性が否めないため、今後の経過によっては将来キャッ
シュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。

関係会社株式の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

貸借対照表に計上されている関係会社株式3,599,693千円には、子会社Advanex
Americas,Inc.社に対する投資891,765千円及びAdvanex de Mexico S.de R.L.de.C.V.社に対
する投資728,514千円が含まれております。
当社は、当事業年度のAdvanex Americas,Inc.社及びAdvanex de Mexico S.de R.L.de.C.V.

社株式の評価損の認識の要否判定の結果、評価損の認識は不要と判断しております。
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

子会社に対する投資等、市場価格のない株式については、当該株式等の発行会社の財政状態の
悪化により実質価額が著しく低下した場合には、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場
合を除いて、投資についての評価損を認識しております。
当社は、評価損の認識の要否判定に当たり、実質価額と取得原価を比較し、実質価額の著しい

低下の有無を検討しております。
実質価額の算定に当たっては、関係会社より入手した一般に公正妥当と認められる会計基準に

準拠して作成した期末日までに入手し得る直近の計算書類における純資産額等を基礎として算定し
ております。事業計画においては、新規受注の獲得見込みを含む売上増加や、新型コロナウイルス
感染症の収束時期などの不確実性が高い仮定を伴っておりますが、子会社の評価損の認識にあたっ
ては、実質価額の回復可能性について慎重に検討しております。
なお、市場環境の変化により、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌事

業年度の関係会社株式の評価に重要な影響を与える可能性があります。
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(貸借対照表に関する注記)
1. 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建 物 985,171千円
土 地 239,930千円
機械及び装置 275,947千円
計 1,501,049千円

（2）担保に係る債務
短期借入金 450,000千円
１年内返済予定の長期借入金 1,380,000千円
長期借入金 1,888,750千円
計 3,718,750千円

2. 保証債務
他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。
Advanex Americas, Inc. 330,270千円
Advanex de Mexico S.de R.L.de C.V. 217,711千円
PT.Advanex Precision Indonesia 137,406千円
計 685,387千円

3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 1,131,642千円
短期金銭債務 52,797千円
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(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高

関係会社への売上高 1,156,927千円
関係会社からの仕入（購入）高 198,100千円
関係会社との営業取引以外の取引高 322,985千円

(株主資本等変動計算書に関する注記)
当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 44,925株

(税効果会計に関する注記)
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)
賞与引当金 40,470千円
貸倒引当金 75千円
退職給付引当金 297,996千円
棚卸資産評価減 33,513千円
関係会社株式評価損 286,544千円
固定資産評価損 92,576千円
投資有価証券評価損 2,258千円
繰越欠損金 1,187,803千円
その他 40,243千円
繰延税金資産小計 1,981,482千円
評価性引当額 1,860,567千円
繰延税金資産合計 120,914千円

(繰延税金負債)
その他有価証券評価差額金 △11,397千円
繰延税金負債合計 △11,397千円
繰延税金資産の純額 109,517千円

(リースにより使用する固定資産に関する注記)
該当事項はありません。
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(関連当事者との取引に関する注記)
1. 子会社及び関連会社等

属性 会社等の名称
議決権などの
所有(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子会社 Advanex Americas,Inc. 所有直接100.0％
業務管理、
役員の兼任

製品の販売 303,518 売掛金 327,811

資金融資 1,030,020 短期貸付金 1,108,213

資金融資 35,040 長期貸付金 367,170

債務保証 330,270 ― ―

子会社 Advanex de Mexico S. de R.L. de C.V.
所有
直接99.99％
間接 0.01％

業務管理、
役員の兼任

製品の販売 187,199 売掛金 202,885

資金融資 589,557 短期貸付金 1,242,746

債務保証 217,711 ― ―

子会社 Advanex Europe Ltd. 所有直接100.0％
業務管理、
役員の兼任 受取配当金 79,424 ― ―

子会社 Advanex(Dongguan)Inc. 所有直接100.0％
業務管理、
役員の兼任 受取配当金 70,173 ― ―

子会社 Advanex (Hong Kong)Ltd. 所有直接100.0％
業務管理、
役員の兼任 資金融資 155,094 短期借入金 465,082

子会社 Advanex(Thailand)Ltd. 所有間接100.0％
業務管理、
役員の兼任 資金融資 180,790 短期借入金 734,340

子会社 PT.Advanex Precision Indonesia
所有
直接99.99％
間接 0.01％

業務管理、
役員の兼任

資金融資 245,979 短期貸付金 511,022

債務保証 137,406 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．資金の貸付の条件については、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。

２．債務保証については、主に子会社の銀行借入に対して当社が保証を行っているものであり、
担保の提供は受けておりません。

３．製品の販売については、当社の原価等を勘案して一般的取引条件と同様に決定しておりま
す。

４．受取配当金については、子会社の株主総会決議等により決定しております。
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(収益認識に関する注記)
連結注記表「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

(１株当たり情報に関する注記)
１株当たり純資産額 675円09銭
１株当たり当期純利益 165円04銭

(重要な後発事象に関する注記)
該当事項はありません。
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